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第１条：目的 

（目的） 

第一条 この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防

災に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体

制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応急

対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対策の基本を定めるこ

とにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維

持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

 

第２条の２：基本理念 

（基本理念） 

第二条の二 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。 

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災

害の発生を常に想定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びそ

の迅速な回復を図ること。 

二 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確

保するとともに、これと併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織

（住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）その他の地

域における多様な主体が自発的に行う防災活動を促進すること。 

三 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知

見及び過去の災害から得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。 

四 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであつても、できる

限り的確に災害の状況を把握し、これに基づき人材、物資その他の必要な資源を適切

に配分することにより、人の生命及び身体を最も優先して保護すること。 

五 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、

性別、障害の有無その他の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を

援護すること。 

六 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害から

の復興を図ること。 

 

第３条：国の責務 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのつとり、国土並びに国

民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有することに鑑み、組織及び機能の

全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。 

２ 国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本とな
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るべき計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、地方公共団体、指定

公共機関、指定地方公共機関等が処理する防災に関する事務又は業務の実施の推進とそ

の総合調整を行ない、及び災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。 

３ 指定行政機関及び指定地方行政機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第一

項に規定する国の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければな

らない。 

４ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、この法律の規定による都道府県及び

市町村の地域防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その所掌事務につい

て、当該都道府県又は市町村に対し、勧告し、指導し、助言し、その他適切な措置をと

らなければならない。 

 

第４条：都道府県の責務 

（都道府県の責務） 

第四条 都道府県は、基本理念にのつとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住

民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協

力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこ

れを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関

する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。 

２ 都道府県の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、前項に規定する都道府県

の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

 

第５条：市町村の責務 

（市町村の責務） 

第五条 市町村は、基本理念にのつとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地

域並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及

び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成

し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並び

に当該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実

を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分

に発揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第

一項に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなけ

ればならない。 
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第６条：指定公共機関及び指定地方公共機関の責務 

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務） 

第六条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、基本理念にのつとり、その業務に係る防

災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定

による国、都道府県及び市町村の防災計画の作成及び実施が円滑に行われるように、そ

の業務について、当該都道府県又は市町村に対し、協力する責務を有する。 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、そ

れぞれその業務を通じて防災に寄与しなければならない。 

 

第７条：住民等の責務 

 （住民等の責務） 

第七条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規

定による防災に関する責務を有する者は、基本理念にのつとり、法令又は地域防災計画

の定めるところにより、誠実にその責務を果たさなければならない。 

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業と

する者は、基本理念にのつとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施す

るとともに、当該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に

協力するように努めなければならない。 

３ 前二項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのつとり、食品、

飲料水その他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとと

もに、防災訓練その他の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝

承その他の取組により防災に寄与するように努めなければならない。 

 

第 17条：地方防災会議の協議会 

（地方防災会議の協議会） 

第十七条 都道府県相互の間又は市町村相互の間において、当該都道府県又は市町村の区

域の全部又は一部にわたり都道府県相互間地域防災計画又は市町村相互間地域防災計画

を作成することが必要かつ効果的であると認めるときは、当該都道府県又は市町村は、協

議により規約を定め、都道府県防災会議の協議会又は市町村防災会議の協議会を設置す

ることができる。 

２ 前項の規定により協議会を設置したときは、都道府県防災会議の協議会にあつては内

閣総理大臣に、市町村防災会議の協議会にあつては都道府県知事にそれぞれ届け出なけ

ればならない。 

 

第 23条：都道府県災害対策本部 

（都道府県災害対策本部） 
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第二十三条 都道府県の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場

合において、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、都道府県知事は、都道

府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県災害対策本部を設置することができ

る。 

２ 都道府県災害対策本部の長は、都道府県災害対策本部長とし、都道府県知事をもつて

充てる。 

３ 都道府県災害対策本部に、都道府県災害対策副本部長、都道府県災害対策本部員その

他の職員を置き、当該都道府県の職員のうちから、当該都道府県の知事が任命する。 

４ 都道府県災害対策本部は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる

事務を行う。 

一 当該都道府県の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するた

めの方針を作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び災害応急対策を実施するこ

と。 

三 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策に関し、当該都道府県並びに

関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定公共機関及び関係指定地方公共

機関相互間の連絡調整を図ること。 

５ 都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県災害対策本

部に、災害地にあつて当該都道府県災害対策本部の事務の一部を行う組織として、都道

府県現地災害対策本部を置くことができる。 

６ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県警察又は当該都道府県の教育委員会に対

し、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度に

おいて、必要な指示をすることができる。 

７ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を

的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地

方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共

機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力

を求めることができる。 

８ 前各項に規定するもののほか、都道府県災害対策本部に関し必要な事項は、都道府県

の条例で定める。 

 

第 23条の２：市町村災害対策本部 

（市町村災害対策本部） 

第二十三条の二 市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある

場合において、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、市町村長は、市町村

地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部を設置することができる。 
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２ 市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をもつて充てる。 

３ 市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部員その他の職

員を置き、当該市町村の職員又は当該市町村の区域を管轄する消防長若しくはその指名

する消防吏員のうちから、当該市町村の市町村長が任命する。 

４ 市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務

を行う。この場合において、市町村災害対策本部は、必要に応じ、関係指定地方行政機

関、関係地方公共団体、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関との連携の確保に

努めなければならない。 

一 当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するため

の方針を作成し、並びに当該方針に沿つて災害予防及び災害応急対策を実施するこ

と。 

５ 市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部に、災

害地にあつて当該市町村災害対策本部の事務の一部を行う組織として、市町村現地災害

対策本部を置くことができる。 

６ 市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る

災害予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすること

ができる。 

７ 前条第七項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場合において、

同項中「当該都道府県の」とあるのは、「当該市町村の」と読み替えるものとする。 

８ 前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項は、市町村の条

例で定める。 

 

第 24条：非常災害対策本部の設置 

 （非常災害対策本部の設置） 

第二十四条 非常災害が発生した場合において、当該災害の規模その他の状況により当該

災害に係る災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大

臣は、内閣府設置法第四十条第二項の規定にかかわらず、臨時に内閣府に非常災害対策

本部を設置することができる。 

２ 内閣総理大臣は、非常災害対策本部を置いたときは当該本部の名称、所管区域並びに

設置の場所及び期間を、当該本部を廃止したときはその旨を、直ちに、告示しなければ

ならない。 

 

第 26条：非常災害対策本部の所掌事務 

 （非常災害対策本部の所掌事務） 

第二十六条 非常災害対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 



6 
 

一 災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成に関すること。 

二 所管区域において指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長そ

の他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関が防災計画に基づいて実施する

災害応急対策の総合調整に関すること。 

三 非常災害に際し必要な緊急の措置の実施に関すること。 

四 第二十八条の規定により非常災害対策本部長の権限に属する事務 

五 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

 

第 28条：非常災害対策本部長の権限 

（非常災害対策本部長の権限） 

第二十八条 非常災害対策本部長は、前条の規定により権限を委任された職員の当該非常

災害対策本部の所管区域における権限の行使について調整をすることができる。 

２ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的

確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、

関係指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及

び指定地方公共機関に対し、必要な指示をすることができる。 

３ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的

確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地方

行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機

関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を

求めることができる。 

４ 非常災害対策本部長は、非常災害現地対策本部が置かれたときは、前三項の規定によ

る権限の一部を非常災害現地対策本部長に委任することができる。 

５ 非常災害対策本部長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示

しなければならない。 

 

第 28条の２：緊急災害対策本部の設置 

（緊急災害対策本部の設置） 

第二十八条の二 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合において、当該災害に係

る災害応急対策を推進するため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内

閣府設置法第四十条第二項の規定にかかわらず、閣議にかけて、臨時に内閣府に緊急災

害対策本部を設置することができる。 

２ 第二十四条第二項の規定は、緊急災害対策本部について準用する。 

３ 第一項の規定により緊急災害対策本部が設置された場合において、当該災害に係る非

常災害対策本部が既に設置されているときは、当該非常災害対策本部は廃止されるもの

とし、緊急災害対策本部が当該非常災害対策本部の所掌事務を承継するものとする。 
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第 41条：都道府県が作成または協議する他の法令に基づく計画との関係 

第四十一条 都道府県が他の法令の規定に基づいて作成し、又は協議する次に掲げる防災

に関する計画又は防災に関連する計画の防災に関する部分は、防災基本計画、防災業務

計画又は都道府県地域防災計画と矛盾し、又は抵触するものであつてはならない。 

一 水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第七条第一項及び第六項に規定する都道

府県の水防計画並びに同法第三十三条第一項に規定する指定管理団体の水防計画 

二 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第四条第一項に規定する離島振興計画 

三 海岸法（昭和三十一年法律第百一号）第二条の三第一項の海岸保全基本計画 

四 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第九条に規定する地すべり防止工

事に関する基本計画 

五 活動火山対策特別措置法（昭和四十八年法律第六十一号）第十四条第一項に規定す

る避難施設緊急整備計画並びに同法第十九条第一項に規定する防災営農施設整備計

画、同条第二項に規定する防災林業経営施設整備計画及び同条第三項に規定する防災

漁業経営施設整備計画 

六 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律（昭和五十五年法律第六十三号）第二条第一項に規定する地震対策緊急

整備事業計画 

七 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第三条第一項に規定する半島振興計画 

八 前各号に掲げるもののほか、政令で定める計画 

 

第 43条：都道府県相互間地域防災計画 

（都道府県相互間地域防災計画） 

第四十三条 都道府県防災会議の協議会は、防災基本計画に基づき、当該地域に係る都道

府県相互間地域防災計画を作成し、及び毎年都道府県相互間地域防災計画に検討を加

え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、

当該都道府県相互間地域防災計画は、防災業務計画に抵触するものであつてはならな

い。 

２ 都道府県相互間地域防災計画は、第四十条第二項各号に掲げる事項の全部又は一部に

ついて定めるものとする。 

３ 第四十条第三項から第五項までの規定は、都道府県相互間地域防災計画について準用

する。この場合において、これらの規定中「都道府県防災会議」とあるのは、「都道府

県防災会議の協議会」と読み替えるものとする。 

 

第 44条：市町村相互間地域防災計画 

（市町村相互間地域防災計画） 



8 
 

第四十四条 市町村防災会議の協議会は、防災基本計画に基づき、当該地域に係る市町村

相互間地域防災計画を作成し、及び毎年市町村相互間地域防災計画に検討を加え、必要

があると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、当該市町

村相互間地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県

地域防災計画に抵触するものであつてはならない。 

２ 市町村相互間地域防災計画は、第四十二条第二項各号に掲げる事項の全部又は一部に

ついて定めるものとする。 

３ 第四十二条第四項から第六項までの規定は、市町村相互間地域防災計画について準用

する。この場合において、これらの規定中「市町村防災会議」とあるのは、「市町村防

災会議の協議会」と読み替えるものとする。 

 

第 49条の３：物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置 

（物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置） 

第四十九条の三 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌

事務又は業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し物資供給事業者等（災

害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする

者その他災害応急対策又は災害復旧に関する活動を行う民間の団体をいう。以下この条

において同じ。）の協力を得ることを必要とする事態に備え、協定の締結その他円滑に

物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第 49条の４：指定緊急避難場所の指定 

（指定緊急避難場所の指定） 

第四十九条の四 市町村長は、防災施設の整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的

に勘案し、必要があると認めるときは、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

における円滑かつ迅速な避難のための立退きの確保を図るため、政令で定める基準に適

合する施設又は場所を、洪水、津波その他の政令で定める異常な現象の種類ごとに、指

定緊急避難場所として指定しなければならない。 

２ 市町村長は、前項の規定により指定緊急避難場所を指定しようとするときは、当該指

定緊急避難場所の管理者（当該市町村を除く。次条において同じ。）の同意を得なけれ

ばならない。 

３ 市町村長は、第一項の規定による指定をしたときは、その旨を、都道府県知事に通知

するとともに、公示しなければならない。 

 

第 49条の７：指定避難所の指定 

（指定避難所の指定） 

第四十九条の七 市町村長は、想定される災害の状況、人口の状況その他の状況を勘案
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し、災害が発生した場合における適切な避難所（避難のための立退きを行つた居住者、

滞在者その他の者（以下「居住者等」という。）を避難のために必要な間滞在させ、又

は自ら居住の場所を確保することが困難な被災した住民（以下「被災住民」という。）

その他の被災者を一時的に滞在させるための施設をいう。以下同じ。）の確保を図るた

め、政令で定める基準に適合する公共施設その他の施設を指定避難所として指定しなけ

ればならない。 

２ 第四十九条の四第二項及び第三項並びに前二条の規定は、指定避難所について準用す

る。この場合において、第四十九条の四第二項中「前項」とあり、及び同条第三項中

「第一項」とあるのは「第四十九条の七第一項」と、前条中「第四十九条の四第一項」

とあるのは「次条第一項」と読み替えるものとする。 

３ 都道府県知事は、前項において準用する第四十九条の四第三項又は前条第二項の規定

による通知を受けたときは、その旨を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

 

第 50条：災害応急対策及びその実施責任 

（災害応急対策及びその実施責任） 

第五十条 災害応急対策は、次に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合に災害の発生を防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するた

めに行うものとする。 

一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

六 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全及び公衆衛生に関する事項 

七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

八 緊急輸送の確保に関する事項 

九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関す

る事項 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、

指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任

を有する者は、法令又は防災計画の定めるところにより、災害応急対策に従事する者の

安全の確保に十分に配慮して、災害応急対策を実施しなければならない。 

 

第 56条：市町村長の警報の伝達及び警告 

（市町村長の警報の伝達及び警告） 

第五十六条 市町村長は、法令の規定により災害に関する予報若しくは警報の通知を受け
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たとき、自ら災害に関する予報若しくは警報を知つたとき、法令の規定により自ら災害

に関する警報をしたとき、又は前条の通知を受けたときは、地域防災計画の定めるとこ

ろにより、当該予報若しくは警報又は通知に係る事項を関係機関及び住民その他関係の

ある公私の団体に伝達しなければならない。この場合において、必要があると認めると

きは、市町村長は、住民その他関係のある公私の団体に対し、予想される災害の事態及

びこれに対してとるべき避難のための立退きの準備その他の措置について、必要な通知

又は警告をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により必要な通知又は警告をするに当たつては、要配慮者が

第六十条第一項の規定による避難のための立退きの勧告又は指示を受けた場合に円滑に

避難のための立退きを行うことができるよう特に配慮しなければならない。 

 

第 60条：市町村長の避難の指示等 

（市町村長の避難の指示等） 

第六十条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を

災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市

町村長は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退きを勧告し、及び急

を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示することがで

きる。 

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要が

あると認めるときは、市町村長は、その立退き先として指定緊急避難場所その他の避難

場所を指示することができる。 

３ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退き

を行うことによりかえつて人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるとき

は、市町村長は、必要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内にお

ける避難のための安全確保に関する措置（以下「屋内での待避等の安全確保措置」とい

う。）を指示することができる。 

４ 市町村長は、第一項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、若

しくは立退き先を指示し、又は前項の規定により屋内での待避等の安全確保措置を指示

したときは、速やかに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 市町村長は、避難の必要がなくなつたときは、直ちに、その旨を公示しなければなら

ない。前項の規定は、この場合について準用する。 

６ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害

の発生により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつたときは、

当該市町村の市町村長が第一項から第三項まで及び前項前段の規定により実施すべき措

置の全部又は一部を当該市町村長に代わつて実施しなければならない。 

７ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したと
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きは、その旨を公示しなければならない。 

８ 第六項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第 61条：警察官等の避難の指示 

（警察官等の避難の指示） 

第六十一条 前条第一項又は第三項の場合において、市町村長が同条第一項に規定する避

難のための立退き若しくは屋内での待避等の安全確保措置を指示することができないと

認めるとき、又は市町村長から要求があつたときは、警察官又は海上保安官は、必要と

認める地域の居住者等に対し、避難のための立退き又は屋内での待避等の安全確保措置

を指示することができる。 

２ 前条第二項の規定は、警察官又は海上保安官が前項の規定により避難のための立退き

を指示する場合について準用する。 

３ 警察官又は海上保安官は、第一項の規定により避難のための立退き又は屋内での待避

等の安全確保措置を指示したときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければなら

ない。 

４ 前条第四項及び第五項の規定は、前項の通知を受けた市町村長について準用する。 

 

第 86条の８：広域一時滞在の協議等 

（広域一時滞在の協議等） 

第八十六条の八 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、被災住民の生命若

しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが困難な場合において、

当該被災住民について同一都道府県内の他の市町村の区域における一時的な滞在（以下

「広域一時滞在」という。）の必要があると認めるときは、当該被災住民の受入れにつ

いて、当該他の市町村の市町村長に協議することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により協議しようとするときは、あらかじめ、その旨を都道

府県知事に報告しなければならない。ただし、あらかじめ報告することが困難なとき

は、協議の開始の後、遅滞なく、報告することをもつて足りる。 

３ 第一項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「協議先市町村

長」という。）は、被災住民を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除

き、被災住民を受け入れるものとする。この場合において、協議先市町村長は、広域一

時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し避難所を提供しなければならな

い。 

４ 第一項の場合において、協議先市町村長は、当該市町村の区域において被災住民を受

け入れるべき避難所を決定し、直ちに、その内容を当該避難所を管理する者その他の内

閣府令で定める者に通知しなければならない。 

５ 協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その内容を第一
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項の規定により協議した市町村長（以下この条において「協議元市町村長」という。）

に通知しなければならない。 

６ 協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を公

示し、及び内閣府令で定める者に通知するとともに、都道府県知事に報告しなければな

らない。 

７ 第一項の場合において、協議元市町村長は、広域一時滞在の必要がなくなつたと認め

るときは、速やかに、その旨を協議先市町村長及び前項の内閣府令で定める者に通知

し、並びに公示するとともに、都道府県知事に報告しなければならない。 

８ 協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を第四

項の内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

 

第 86条の９：都道府県外広域一時滞在の協議等 

（都道府県外広域一時滞在の協議等） 

第八十六条の九 前条第一項に規定する場合において、市町村長は、都道府県知事と協議

を行い、被災住民について他の都道府県の区域における一時的な滞在（以下「都道府県

外広域一時滞在」という。）の必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、当該

他の都道府県の知事と当該被災住民の受入れについて協議することを求めることができ

る。 

２ 前項の規定による要求があつたときは、都道府県知事は、被災住民の受入れについ

て、当該他の都道府県の知事に協議しなければならない。 

３ 都道府県知事は、前項の規定により協議しようとするときは、あらかじめ、その旨を

内閣総理大臣に報告しなければならない。ただし、あらかじめ報告することが困難なと

きは、協議の開始の後、遅滞なく、報告することをもつて足りる。 

４ 第二項の場合において、協議を受けた都道府県知事（以下この条において「協議先都

道府県知事」という。）は、被災住民の受入れについて、関係市町村長と協議しなけれ

ばならない。 

５ 前項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「都道府県外協議

先市町村長」という。）は、被災住民を受け入れないことについて正当な理由がある場

合を除き、被災住民を受け入れるものとする。この場合において、都道府県外協議先市

町村長は、都道府県外広域一時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し避難

所を提供しなければならない。 

６ 第四項の場合において、都道府県外協議先市町村長は、当該市町村の区域において被

災住民を受け入れるべき避難所を決定し、直ちに、その内容を当該避難所を管理する者

その他の内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

７ 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その

内容を協議先都道府県知事に報告しなければならない。 
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８ 協議先都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その内容

を第二項の規定により協議した都道府県知事（以下この条において「協議元都道府県知

事」という。）に通知しなければならない。 

９ 協議元都道府県知事は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容

を第一項の規定により協議することを求めた市町村長（以下この条において「都道府県

外協議元市町村長」という。）に通知するとともに、内閣総理大臣に報告しなければな

らない。 

10 都道府県外協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、そ

の内容を公示するとともに、内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

11 第一項の場合において、都道府県外協議元市町村長は、都道府県外広域一時滞在の必

要がなくなつたと認めるときは、速やかに、その旨を協議元都道府県知事に報告し、及

び公示するとともに、前項の内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

12 協議元都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その旨を

協議先都道府県知事に通知するとともに、内閣総理大臣に報告しなければならない。 

13 協議先都道府県知事は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を

都道府県外協議先市町村長に通知しなければならない。 

14 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、そ

の旨を第六項の内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

 

第 86条の 10：都道府県知事による広域一時滞在の協議等の代行 

（都道府県知事による広域一時滞在の協議等の代行） 

第八十六条の十 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、当該災害の

発生により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつた場合であつ

て、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが

困難な場合において、当該被災住民について広域一時滞在の必要があると認めるとき

は、当該市町村の市町村長が第八十六条の八第一項及び第五項から第七項までの規定に

より実施すべき措置（同条第六項及び第七項の規定による報告を除く。）の全部又は一

部を当該市町村長に代わつて実施しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したと

きは、その旨を公示しなければならない。 

３ 第一項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第 86条の 11：都道府県外広域一時滞在の協議等の特例 

（都道府県外広域一時滞在の協議等の特例） 

第八十六条の十一 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、当該災害

の発生により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつた場合であ
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つて、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保すること

が困難な場合において、当該被災住民について都道府県外広域一時滞在の必要があると

認めるときは、第八十六条の九第一項の規定による要求がない場合であつても、同条第

二項の規定による協議をすることができる。この場合において、同条第九項中「第一項

の規定により協議することを求めた市町村長（以下この条において「都道府県外協議元

市町村長」という。）」とあるのは「公示し、及び内閣府令で定める者」と、同条第十一

項中「第一項」とあるのは「第八十六条の十一前段」と、「都道府県外協議元市町村

長」とあるのは「協議元都道府県知事」と、「協議元都道府県知事に報告し、及び」と

あるのは「協議先都道府県知事及び同条後段の規定により読み替えて適用する第九項の

内閣府令で定める者に通知し、並びに」と、「前項の内閣府令で定める者に通知しなけ

れば」とあるのは「内閣総理大臣に報告しなければ」と、同条第十三項中「前項」とあ

るのは「第八十六条の十一後段の規定により読み替えて適用する第十一項」とし、同条

第十項及び第十二項の規定は、適用しない。 

 

第 86条の 12：都道府県知事及び内閣総理大臣による助言 

（都道府県知事及び内閣総理大臣による助言） 

第八十六条の十二 都道府県知事は、市町村長から求められたときは、第八十六条の八第

一項の規定による協議の相手方その他広域一時滞在に関する事項について助言をしなけ

ればならない。 

２ 内閣総理大臣は、都道府県知事から求められたときは、第八十六条の九第二項の規定

による協議の相手方その他都道府県外広域一時滞在に関する事項又は広域一時滞在に関

する事項について助言をしなければならない。 

 

第 86条の 13：内閣総理大臣による広域一時滞在の協議等の代行 

（内閣総理大臣による広域一時滞在の協議等の代行） 

第八十六条の十三 内閣総理大臣は、災害の発生により市町村及び当該市町村を包括する

都道府県がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなつた場合であつて、被災

住民の生命若しくは身体を災害から保護し、又は居住の場所を確保することが困難な場

合において、当該被災住民について広域一時滞在又は都道府県外広域一時滞在の必要が

あると認めるときは、当該市町村の市町村長が第八十六条の八第一項及び第五項から第

七項までの規定により実施すべき措置の全部若しくは一部を当該市町村長に代わつて実

施し、又は当該都道府県の知事が第八十六条の十一前段並びに第八十六条の九第八項並

びに第八十六条の十一後段の規定により読み替えて適用する第八十六条の九第九項及び

第十一項の規定により実施すべき措置（第八十六条の十一後段の規定により読み替えて

適用する第八十六条の九第九項及び第十一項の規定による報告を除く。）の全部若しく

は一部を当該都道府県知事に代わつて実施しなければならない。 
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２ 内閣総理大臣は、前項の規定により市町村長又は都道府県知事の事務の代行を開始

し、又は終了したときは、その旨を告示しなければならない。 

３ 第一項の規定による内閣総理大臣の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第 86条の 14：被災者の運送 

第八十六条の十四 都道府県知事は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認め

るときは、運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人

並びに運送すべき場所及び期日を示して、被災者の運送を要請することができる。 

２ 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前項の規定による要請に

応じないときは、都道府県知事は、被災者の保護の実施のため特に必要があると認める

ときに限り、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、被災者の運送を行うべき

ことを指示することができる。この場合においては、同項の事項を書面で示さなければ

ならない。 

 

第 95条：災害応急対策に要する費用に対する国の負担又は補助 

第九十五条 前条に定めるもののほか、第二十八条第二項の規定による非常災害対策本部

長の指示又は第二十八条の六第二項の規定による緊急災害対策本部長の指示に基づい

て、地方公共団体の長が実施した応急措置のために要した費用のうち、当該地方公共団

体に負担させることが困難又は不適当なもので政令で定めるものについては、政令で定

めるところにより、国は、その全部又は一部を補助することができる。 
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